
1 

 

第三次下野市男女共同参画プラン進捗状況報告書 

（令和７年３月３１日現在） 

基本目標Ⅰ 女性の活躍とワーク・ライフ・バランス実現に向けた環境づくり 

施策の方向Ⅰ-1 男女が共に働きやすい職場環境づくり【下野市女性活躍推進計画】 

（1） 均等な雇用機会と待遇の確保 

雇用機会や待遇においての男女平等の確保のため、「男女雇用機会均等法」などの就労に関わる法と制度の定着

が図られるよう、事業主等への普及・啓発を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から 

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

事業主等へ

の「男女雇

用機会均等

法」等の周

知 

市 民

協 働

推 進

課 

・11 月に市内 339 事業所を対象に

アンケートを実施し、その中で「男女雇

用機会均等法」の認知度について調

査した。 

・市ホームページのキーワード集に男女

雇用機会均等法の概要を掲載した。 

・広報紙2月号に「カスタマーハラスメン

ト」に関する記事を掲載し、啓発・周

知を行った。 

・男女雇用機会均等法の

内容を知っている又は聞い

たことがある人の割合は、

90.9%となった。 

・市ホームページや広報紙、

アンケートを作成する際に

は、適切な表現等に配慮

し、分かりやすい文章になる

よう心がけた。 

S 

引き続き最新の法制

度に関する情報の提

供を行い、だれもが

働きやすい環境づくり

を促進する。 
継

続 

商 工

観 光

課 

男性育休取得推進に関するチラシを

窓口に配架し周知を図った。 

チラシの配布を通して啓発

を行った。また立地企業連

絡協議会にて配布した。 

A 

継続して設置・配布

を行う。 
継

続 

ハローワーク

等との連携

による相談

対応 

商 工

観 光

課 

商工観光課窓口に、ハローワーク求人

情報に関するチラシを設置し、周知を

図った。 

ハローワークと市内企業合同面接会を

実施した。（62 名参加） 

チラシの配布を通して啓発

を行った。 

合同面接会は初の実施で

あったが多くの方に参加いた

だき好評であった。今後も継

続する。 

S 

継続的に実施する。 

継

続 
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（2） 男女の能力が活かせる職場環境の整備 

意欲ある男女がその能力を十分に活かせる職場環境の整備を促進するため、事業主等に対する情報提供・啓発活

動に努めるとともに、各種表彰制度や認定制度の取得に向けた支援を行います。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から 

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

職場におけ

る慣習的な

男女差別意

識改善のた

めの啓発活

動の推進 

市民

協働

推進

課 

・【ワーク・ライフ・バランス推進事業所

認定制度】 

職場における男女共同参画と女性活

躍推進に取り組む市内事業所を募集

し、認定を行った。 

新規 2 事業所 更新 8 事業所 

認定証交付式：10 月 27 日㈰ 

・入札資格参加事業者や

立地企業連絡協議会会員

等、約 150 事業所に募集

案内を送付し、就業規則

等の更新や慣習に関して意

識するよう促した。 

・認定証交付式を産業祭の

ステージイベントとして実施

し、来場者に取組を広く周

知するとともに職場環境づく

りの推進を呼びかけた。 

S 

「ワーク・ライフ・バラン

ス推進事業所認定

制度」を幅広い業種

に活用してもらえるよ

う引き続き周知に努

めていく。 
継

続 

商工

観光

課 

商工観光課窓口に、男性育休取得

の推進に関するチラシを設置し、周知

を図った。 

チラシの配布を通して啓発

を行った。立地企業連絡協

議会へ配布を行い周知に

努めた。 

A 

チラシについては継続

的に設置する。 継

続 

両立支援推

進のための

助成金制度

等の情報提

供 

商工

観光

課 

商工観光課窓口に、「とちぎ男性育休

推進企業奨励金のご案内」という両立

支援等助成金に関するリーフレットを

設置し、周知を図った。 

チラシの配布を通して啓発

を行った。 

A 

チラシについては継続

的に設置する。 
継

続 

ワーク・ライ

フ・バランスの

実現に取り

組む事業所

の認定 

市民

協働

推進

課 

・【ワーク・ライフ・バランス推進事業所

認定制度】 

新規 2 事業所 更新 8 事業所 

認定証交付式：10 月 27 日㈰ 

・広報紙 5 月、7 月、12 月号に推進

事業所を紹介し、市ホームページに取

組内容を掲載した。 

・認定証交付式を産業祭の

ステージイベントとして実施

し、来場者に広く周知すると

ともに職場環境づくりの推進

を呼びかけた。 

・広報紙に推進事業所の取

組を定期的に掲載し、事業

者にワーク・ライフ・バランスの

推進を促した。 

S 

幅広い業種の事業

所に認定制度を活

用してもらえるよう引

き続き周知に努めて

いく。 
継

続 
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（3） ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた市民への普及・啓発 

市民に向けて、ワーク・ライフ・バランスの考え方や具体的な取組方法等についてわかりやすく情報提供するセミナ

ーの開催や事例紹介を行います。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担 当

課 評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ワーク・ライ

フ・バランスに

関するセミナ

ー・講座等

の実施 

市民

協働

推進

課 

年 2 回講演会を実施した。 

【男女共同参画のつどい】 

日程：7 月 20 日㈯ 

テーマ：ゆとりをつくる時短家事のス

スメ 

講師：知的家事プロデューサー 

     本間朝子 氏 

参加者：61 名 

【男女共同参画推進セミナー】 

日程：1 月 26 日㈰ 

テーマ：家族で学ぶライフ＆マネー

プラン 

講師：ファイナンシャルプランナー 

廣木智代 氏  

参加者：28 名 

・共働き世帯等に向けて身

近なテーマを選定し、家事

分担や固定的な性別役割

分担意識等について理解を

深められる内容とした。 

・託児を設け、家族で参加

できるよう配慮した。 

S 

参加者にとったアンケ

ートや他市町での取

り組みを参考に関心

を持ってもらえる内容

を検討する。 

継

続 

働く人や事

業主等に対

する仕事と

家庭の両立

支援と働き

方の見直し

についての普

及・啓発 

商工

観光

課 

商工観光課窓口に、「仕事と子育て

の両立支援セミナー」のリーフレットを配

架、各課施設へ配架依頼を行い、仕

事と家庭の両立に関する普及啓発を

行った。 

来庁者、各施設利用者に

対する普及啓発を行った。 

A 

リーフレットについては

継続的に設置する。 

継

続 

ワーク・ライ

フ・バランスの

取組事例の

紹介 

市民

協働

推進

課 

・広報紙 5 月、7 月、12 月号に推進

事業所を紹介し、市ホームページに取

組内容を掲載した。 

・市内事業者が集まる立地企業連絡

協議会の総会時に「ワーク・ライフ・バラ

ンス推進事業所認定制度」のチラシを

配布した。 

・「しもつけ女性活躍応援ガイドブック」

を作成し、イベント時に配架した。 

・広報紙に推進事業所の取

組事例を定期的に紹介し

た。 

・「しもつけ女性活躍応援ガ

イドブック」内に、女性活躍

を進めるための具体的な取

り組みや制度を掲載した。 

S 

継続的に広報紙や

市ホームページ等で

取組事例を紹介し、

意識啓発を図る。 
継

続 
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（4） 農業・商工自営業におけるパートナーシップの促進 

農業や商工自営業における慣習的な性別役割分担意識の改善と、女性の地位向上を図るための啓発活動、

研修の実施及び相談体制の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

女性の地位

向上を図る

ための啓発

活動、研

修・相談の

実施 

農政

課 

農村生活研究グループ協議会の活動

において、地域農村女性としての意識

高揚と資質向上を図るために事業を

実施した。 

県主催のフォーラム等へ参

加し、協議会の活動につい

て情報共有を実施したほ

か、他市町の協議会員との

交流を通して、地域農村女

性間における新たな関係の

構築を図った。 

A 

協議会会員の減少

や高齢化が進んでい

る。協議会について

周知し、新たな会員

の獲得を図る。 

継

続 

商工

観光

課 

商工会会員を対象にＩＣＴ講習会

（パソコン講座等）を開催した。 

受講者：33 名 うち女性受講者 19

名 

約 57.6％ 

ICT 講習会については、開

催時間や講習内容を個人

の希望に合わせて対応する

など工夫した。 

A 

継続的に事業を実

施し、周知を図る。 
継

続 

農業者世帯

における家

族経営協定

の締結の普

及促進 

農業

委員

会 

農業を経営する家族内で文書による

明確な取り決めを行うことにより、男女

の労働貢献の意義を認識することを促

し、男女共同参画の意識改革を促し

た。 

【広報掲載】  

1 月 

 【令和 6 年度家族経営協定締結実

績】 

新規 2 件、更新 0 件 

・広報掲載による幅広い対

象者への周知や、新規就

農者や農業後継者に対す

る周知、これまで締結した世

帯に対しては実情に合う内

容の見直しを推進することに

より、男女共同参画の意義

の認識を促した。 

・家族経営協定見直しのご

案内を作成し、保険料の補

助を受けている世帯に送付

した。 

S 

協定未締結の農業

後継者世帯や新規

就農者へ、家族経

営協定の締結を推

進する。既に締結し

ている世帯について

は、経営状況やライ

フステージごとに、見

直しすることを提案す

る。 

継

続 
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（5） 女性のチャレンジ・再チャレンジへの支援 

女性がチャレンジしやすい環境を整えるため、再就職・起業の支援を行います。ハローワークと連携し、キャリアアッ

プのための情報提供や就業に関する相談事業を実施します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ハローワーク

のマザーズコ

ーナー等との

連携による

女性の就業

支援の実施 

商工

観光

課 

・商工観光課窓口に、関係するチラシ

を設置し、周知を図った。 

・県と協力し、市役所会議室を利用し

て女性・高齢者を対象とした個別相

談会や合同面接会等を開催した。 

参加実績：合計 24 人 

相談会や面接会について

は、雇用開始日等を柔軟に

対応いただける市内企業等

に集まっていただくとともに、

子育て中の女性も参加しや

すいよう会場に隣接する会

議室に託児スペースを設け

た。 

S 

関係機関と連携しな

がら就業支援を実施

し、チラシ等で周知を

図る。 継

続 

女性起業家

創業資金制

度を活用し

た女性の起

業に向けた

支援 

商工

観光

課 

しもつけ創業塾において制度概要を説

明し、女性創業者を講師として招い

た。 

参加実績：合計 12 名（うち女性 3

人） 

広報紙、創業塾を通して啓

発を行い、女性 3 名が参

加した（25%）。 
A 

必要としている方に

情報が届くよう広報

紙については継続的

に掲載する。 

継

続 

 

施策の方向Ⅰ-2 立案・決定の場での女性活躍の土壌づくり 

（1） 政策決定の場における男女共同参画の促進 

女性の視点を反映させ、市の政策や方針決定の過程への男女共同参画を推進するため、審議会・委員会等への

女性委員の登用を促進します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

審議会・委

員会等への

女性参画比

率目標の設

定による女

性登用の促

進 

市民

協働

推進

課 

・市内の審議会等委員の登用につい

て、男女比率に配慮するよう男女共

同参画推進本部をはじめ庁内全体に

周知した。 

・市政参画の拡充を目的として、「協

働のまちづくり人材バンク」を設置し、

登録者を募集した。（令和 6 年度 

新規女性登録者 1 名） 

4 月 1 日時点での女性委

員の割合：31.7％ 

本プランの目標値：40％ 

A 

引き続き男女双方の

視点に立った審議会

等の運営を図る。ま

た、現状を把握した

上で目標値を検討す

る。 

継

続 
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（2） 職場の方針決定の場における男女共同参画の促進 

職場内での固定的な性別役割分担意識の改善や、組織を支える貴重な人材として女性の能力の適切な評

価に基づき、方針決定の過程への男女共同参画が図られるよう、ポジティブ・アクションの実施について事業者や団

体への啓発活動を推進します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

企業や団体

における男

女共同参画

促進のため

の啓発 

市民

協働

推進

課 

・職場における男女共同参画と女性

活躍推進等を認定要件とする「ワー

ク・ライフ・バランス推進事業所認定制

度」を募集し、認定を行った。 

新規 2 事業所 更新 8 事業所 

・広報紙10月号に「子の看護休暇制

度の見直し」、12 月号に「オールド・ボ

ーイズ・ネットワークの解消に向けて」、

2 月号に「カスタマーハラスメント」に関

する記事を掲載し、意識啓発を図っ

た。 

・「ワーク・ライフ・バランス推

進事業所認定制度」の認

定チェックシートに、男女共

同参画に関する項目を設

定し、取組を促した。 

・広報紙においては、話題

性のある内容を取り上げ、

適切な表現となるよう配慮

した。 

A 

・職場における男女

共同参画の促進のた

め、今後も様々な媒

体を活用し、啓発を

行う。 
継

続 

商工

観光

課 

商工観光課窓口に、男性育休取得

推進に関するチラシを設置し、周知を

図った。 

チラシの配布を通して啓発

を行った。 A 
チラシについては継続

的に設置する。 
継

続 

ポジティブ・ア

クションの実

施に向けた

啓発 

市民

協働

推進

課 

・11 月に市内 339 事業所を対象に

アンケートを行い、「ポジティブ・アクショ

ン」の認知度を調査した。 

・市ホームページのキーワード集にポジ

ティブ・アクションの説明を掲載した。 

・「しもつけ女性活躍応援ガイドブック」

をイベント時に配架した。 

・「ワーク・ライフ・バランス推進事業所

認定制度」の認定チェックシートに、女

性活躍の推進に関する項目を設定

し、取組を促した。 

・内容を知っている又は聞い

たことがあると答えた人の割

合は、70.5%となった。前

回の R1 調査と比べて 8.7

ポイント増加した。 

・アンケートを作成する際に

は、適切な表現等に配慮し

た。 

・「しもつけ女性活躍応援ガ

イドブック」内にポジティブ・ア

クションに基づいた女性活躍

を進めるための取組を紹介

している。 

S 

今後も市内事業所

に向けた啓発を行

い、取組を促していく

必要がある。 

継

続 

商工

観光

課 

立地企業連絡協議会の総会におい

て、育児・介護休業法や女性活躍推

進に関する企業向け資料を配布し、

意識啓発を図った。 

事前に配布資料を庁内で

取りまとめ、企業への配布

物として適当なものを配布し

た。 

A 

引き続き関係課と連

携しながら意識啓発

に努める。 

継

続 
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（3） 地域活動での方針決定の場における男女共同参画の促進 

地域活動やボランティア活動などの方針決定に際して、男女共同参画を促進するための啓発活動を推進すると

ともに、女性もリーダーとして積極的に参画できるよう情報や研修の機会を提供します。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

若手女性リ

ーダーの養

成・研修機

会の提供 

生涯

学習

文化

課 

県主催の各種研修を関係者へ周知

し、受講を促した。 

家庭教育支援プログラム指導者研

修：4 名受講 

主催者が作成した研修チラ

シ・プログラム等を各施設で

配布した。男性も女性も参

加しやすいよう、職員が同行

する等の配慮を行った。 

S 

参加者数は毎年横

ばいであるため、さら

に周知に力を入れる

必要がある。 

継

続 

自治会を対

象とした出

前講座の実

施と周知 

市民

協働

推進

課 

・市民向けのまちづくり入門講座を南

河内公民館にて実施した。 

テーマ：協働のまちづくり 

参加人数：10 名 

・「生涯学習情報誌エール」にて自治

会等からの希望に応じて行うまちづくり

リクエスト講座を掲載し、周知した。 

市民活動を行う上で、利用

できる施設や補助制度につ

いて説明した。性別関係な

く市民活動への参画を促し

た。 

A 

まちづくりリクエスト講

座については、実施

希望がないため、自

治会を取り巻く環境

にあわせた周知啓発

を行う必要がある。 

継

続 

 

（4） 農業経営における男女共同参画の促進 

農業における経営方針決定等への女性の参画を促進するため、各種研修会の実施や交流・情報交換の機会

づくりなどを積極的に推進します。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

農業経営へ

の男女共同

参画に関す

る研修会の

実施や意識

改革のため

の啓発活動 

農業

委員

会 

家族経営協定や農業簿記の実施に

より、女性が積極的に農業経営に参

加を促し、農業経営における男女の労

働貢献の意義を再確認し、男女共同

参画の意識向上を促した。  

【広報紙掲載】  1 月  

【令和 6 年度家族経営協定締結実

績】 新規 2 件、更新 0 件 

農業簿記の適正化を推

進するために、男女問わ

ず経営に参画する意識

向上を促した。 

家族経営協定を推進す

ることにより、男女共同

参画の意識向上を促し

た。 

S 

定期的かつ継続的な支

援、情報提供を実施す

る。 

継

続 

農政

課 

経営改善計画の申請・更新を行う際

の相談・指導のほか、家族経営協定

締結について情報提供等を行い、農

業委員会への橋渡しを行うことで、家

族内での役割分担や休日等労働条

件の見直しを推進した。 

経営改善計画の新規

申請や更新、家族経営

協定の情報提供の際に

意識の啓発を行った。 A 

引き続き経営改善計画

の新規申請や更新、家

族経営協定の相談の際

に意識の啓発や助言を

行う。 

継

続 
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 基本目標Ⅱ だれもが安心して活躍できる社会を支える基盤づくり 

施策の方向Ⅱ-１ 男女の活躍を支える子育て支援の実施 

（1） 子育て支援事業の充実 

共働きや核家族の増加、就業形態の多様化に対応しつつ、次代を担う子どもたちを健やかに育てていくため、ニ

ーズに対応した子育て支援事業の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

民間で組

織・運営して

いる保育所

や学童保育

に対する支

援 

子育

て応

援課 

保育園の一時預かり事業や延長保育

事業、特別な支援が必要な児童の受

け入れ、病後児保育事業など様々な

事業に補助金を交付している。 

保護者が様々な保育事

業を利用し、安心してこ

どもを預けられる環境と

なるよう、経済的な面で

保育園を支援した。 

A 

多様化する保護者のニ

ーズに対応できる体制や

人員数を確保できるよう

支援する。 

継

続 

低年齢児童

の受け入れ

態勢の充実 

子育

て応

援課 

学童保育室では、学年の制限を設け

ず、保護者の就労などにより保育に欠

ける児童の預かりを実施している。 

保護者が安心して就労

等ができるよう、学童保

育室を実施した。  A 

多様化する保護者のニ

ーズに対応できる人員数

を確保するとともに支援

の質の向上に努める。 

継

続 

学童保育、

障がい児保

育など、多

様なニーズに

対応した保

育事業等の

促進 

子育

て応

援課 

障がい児など配慮が必要な児童や、

待機児童の発生しやすい０歳児につ

いて、その保育に対応する保育士の人

材確保を図り、受け入れ体制の強化

と保育体制の充実に努めた。 

多様なニーズに対応する

保育体制を構築し、保

護者が安心して働くこと

ができるよう支援した。 
A 

障がい児、特に医療的

ケア児の保育については

満足な受け入れ体制が

整っていないため、多様

化する保護者のニーズの

把握に努め、ニーズに対

応できる体制や人員数

を確保する。 

継

続 

ファミリー・サ

ポート・セン

ター事業の

充実 

子育

て応

援課 

子育ての援助を受けたい「依頼会員」

と、援助を行いたい「提供会員」によ

る、子育てを支えあう会員組織の運営

と会員数の増加を図った。 

提供会員数：71 名 

依頼会員数：298 名 

（両方会員数：4 名） 

 

保育園や学童保育室で

はカバーできない時間帯

の預かりや習い事の送迎

などを実施し、保護者が

安心して就労等をできる

よう支援した。 

A 

依頼会員に比べ、提供

会員数は少なく、援助の

提供を維持できるよう、

引き続き制度の周知を

図るとともに、提供会員

の確保に努める。 

※令和７年度より社会

福祉協議会の委託事

業 

継

続 
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（2） 子育てに関する情報提供・相談体制の充実 

市で実施している子育て支援事業が必要な人に適切に利用されるよう、情報提供や相談体制の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

子育てに関

する情報の

発信 

子育

て応

援課 

・ライフステージごとの子育て相談窓口

一覧を市ホームページ等に掲載するな

ど、子育てに関する相談体制の周知に

努めた。 

・子育てハンドブックの内容を更新のう

え、妊娠届時等に配布するとともに、ス

マートフォン等から閲覧できるよう電子

書籍化し、利便性の向上を図った。 

・子育てハンドブックの文章

や挿絵を男女共同参画に

配慮して掲載した。 

・育児行政サービス情報ガ

イド「ママフレ」のサイトに登

録し、男女問わず情報提供

し、活用方法について周知

した。 

A 

子育てに関する情報

として、相談先や利

用できるサービス、施

設等の情報を伝える

ため、子育てハンドブ

ック等を２年に一度

改訂し、可能な限り

最新の情報を伝え

る。 

継

続 

こども

家庭

センタ

ー 

母子手帳発行時、母子保健事業や

相談先の案内を情報提供した。 

母子手帳発行時に父子手

帳を用いて父親の育児・保

健事業の参加を促し参加

時は父子手帳に記録した。 

妊娠届出面接数：403 名 

妊婦転入者面接：24 名 

S 

父子手帳の配布につ

いて市で予算化し配

布することができ、父

親の育児参加を推

進することができた。 

継

続 

地域子育て

支援センタ

ー、児童

館、子育て

世代包括支

援センター

「ふわり」等

における相

談体制の充

実 

子育

て応

援課 

下記施設にて相談体制の充実を図っ

た。 

 【児童館利用者数】 

南 河 内 ： 10,886 人 、 石 橋 ：

14,850 人、駅西：6,731 人、姿

西：1,976 人、国東：9,971 人 

 【子育て支援センター利用者数】 

ゆりかご（南河内エリア）：8,266 人 

みるく（石橋エリア）：7,941 人 

つくし（国分寺エリア）：7,081 人 

母親だけでなく父親も参加

しやすい内容の事業展開を

心がけ、父親の施設利用に

ついて、保育士やセンター職

員から母親へ声掛けや促し

を実施した。 A 

保護者の性別に関

係なく施設を利用し

やすいように、広報内

容や対象者への声か

けや周知の仕方など

を工夫していく必要が

ある。 

継

続 

こども

家庭

センタ

ー 

母子保健コーディネーター（保健師・

助産師等）を配置し、妊娠から子育

てにわたるまでの様々な相談や関係機

関との連携を図り、相談体制の充実を

図っている。 

乳幼児を育てる保護者やそ

の家族への支援となるため、

窓口や電話相談だけでな

く、訪問等での相談にも対

応した。 

A 

引き続き、関係機関

との連携を図りながら

相談体制を維持して

いく。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

利用者支援

事業の実施 

子育

て応

援課 

・利用者支援事業を担当する子育て

支援員が、市内の各保育園、幼稚

園、子育て支援センター、児童館で実

施している親子教室等へ出向き、子

育て相談を実施した。 

・両親学級でパンフレット配布等を行

い、子育て相談を実施した。 

・保育施設等の入園案内相談を実施

した。 

各施設に出向き相談を行う

ことで、より多くの方にきめ細

やかな情報提供を行うことが

できた。                         

保育施設等の案内チラシの

要望にはチラシを製作、配

布し周知することができた。 

A 

利用者が相談しやす

くするため、子育て支

援センター・児童館

親子教室等の訪問

を計画的に行い、訪

問する日を事前にお

知らせできるようにす

る。 

継

続 

 

（3） 父親参加の子育てに向けた支援の推進 

子育てにおける男性の参加を促進するため、男性の意識改革を促進するとともに、両親ともに参加する講座を

提供し、男女が共に担う子育て環境づくりを支援します。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配慮し

た点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

父子手帳の

配布と活用

による意識

啓発の推進 

こども

家庭

センタ

ー 

母子手帳発行時に父子手帳を用いて

父親の育児参加、保健事業の参加を

促し参加時は父子手帳に記録した。 

母子手帳発行時に父子手帳

を用いて父親の育児参加、保

健事業の参加を促した。パート

ナーが同席している場合には、

直接パートナーに対して、保健

指導を行い、相談先等について

情報提供を行った。 

S 

様々な場面にお

いて、父親の育

児参加について

啓発を継続して

いく。 

継

続 

両親学級、

子育て支援

講座等への

父親参加の

促進 

こども

家庭

センタ

ー 

妊娠届出時に両親学級への参加を

促した。 

【集団】父親（パートナー）の参加者

数：87 人（延べ） 

母親の参加者数：107 人（延べ） 

【個別】父親（パートナー）の参加者

数：19 人（延べ）  

母親の参加者数：21 人（延べ） 

・両親学級では父親の役割に

ついて説明し、妊婦体験、新生

児人形を使用した赤ちゃんのお

世話体験、沐浴体験も実施し

た。 

・伴走型相談支援として個別

相談も実施した。 

S 

今後は、参加者

のニーズにあわせ

た対応も図れるよ

うに、引き続き個

別相談も実施し

ていく。 

継

続 

子育

て応

援課 

※追

加 

子育て支援センターで実施している子

育てサロン（パパ向け育児講座）、ま

たは「お父さんと遊ぼう」などの父親参

加必須のパパプログラムの開催。 

参加者数 子ども 106 人 保護者

96 人 

遊びを通じた父親と子どもの交

流から、育児における父親の役

割や子育て参加の楽しさを感じ

るプログラムとなっている。 A 

子育てサロンに初

めて参加する父

親が多いため、参

加しやすい声かけ

に努めている。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

両親学級、

子育て支援

講座等への

父親参加の

促進 

生涯

学習

文化

課 

子育ての悩みの解消や、親子の絆を深め

ることを目的とした家庭教育講座を開催し

た。 

・南河内公民館「親子で楽習」 

  回数：４回 延べ参加者数：62 名 

   「親子で体験！2024」 

  回数：３回 延べ参加者数：81 名 

「小学校ってどんなとこ？」 

回数：2 回 延べ参加者数：36 名 

・南河内東公民館 

「小学校ってどんなとこ？」  

  回数：1 回 延べ参加者数：32 名 

「親子で学ぼう～点字と手話～」 

  回数：5 回 延べ参加者数：37 名 

・石橋公民館「小学校ってどんなとこ？」 

  回数：３回 延べ参加者数：46 名 

「子育てリフレッシュ～育児仲間とホッと

一息～」 

  回数：3 回 延べ参加者数：34 名 

・国分寺公民館「『親』を学ぶ～これからの

子育て～」 

  回数：3 回 延べ参加者数：36 名 

「子育て・ハッピーレッスン」 

 回数：4 回 延べ参加者数：56 名 

各公民館で工夫を凝らし、

両親でなくても保護者として

参加できる講座の企画や、

祖父母も参加可と記載する

ことで、母親だけが対象では

ないことをアピールした。 

A 

母親の参加者が

多い現状である

が、夫婦そろって

の参加や父親の

参加が増えてきて

いる。 

イクメン、イクボス

等も意識してもら

えるような工夫も

していきたい。 

継

続 

「育児・介護

休業法」や

「育児・介護

休業制度」

等の周知 

市民

協働

推進

課 

・広報紙 10 月号に子の看護等休暇に関

するコラムを掲載し、改正育児・介護休業

法の内容を紹介した。 

・ワーク・ライフ・バランス推進事業所認定

制度について、チェックシート内に育児・介

護休業に関する項目を設定し、事業所に

制度の利用及び周知を促している。 

・10 月に行った市民アンケ

ートでは、今までに育児休

業・介護休業を取得した人

は 13.5％で、前回の R1

調査から 1.0 ポイント増加

となった。 

S 

法改正等に応じ

てその都度情報

を周知し、働きや

すい職場環境づく

りを促す。 

継

続 

こども

家庭

センタ

ー 

妊娠届出時に、厚労省発行の男性の育

児休業に関する内容に特化したパンフレッ

トを配付し、育児休業等について説明し

た。 

妊娠届出時には、就労して

いる女性が多く、子の父親

も同席、または妊婦に代わっ

て来庁することも多いため、

直接父親に対して周知する

ことができた。 

S 

パンフレット等を活

用し、周知を継

続していきたい。 継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

「育児・介護

休業法」や

「育児・介護

休業制度」

等の周知 

子育

て応

援課 

※追

加 

立地企業連絡協議会を通じ、市内立

地企業向けに子育て中の従業員に対

する柔軟な働き方への配慮を促すチラ

シを配布した。 

（約 100 部配布） 

子育て中の労働者の支援

には企業の協力が欠かせな

いことから、短時間勤務やリ

モートワークなどの柔軟な働

き方の促進に努めるよう機

運醸成を図った。 

A 

引き続きチラシを配

布し機運醸成を図っ

ていきたい。 継

続 

 

施策の方向Ⅱ-２ 男女の活躍を支える介護支援の実施 

（1） 介護・介助者の負担軽減のための支援の充実 

自宅で介護・介助に携わる人の負担の軽減を図るため、介護・介助の仕方を学ぶ教室を開催するとともに、

様々なサービスの提供に努めます。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

家族介護支

援事業（ほっ

と介護教室・

介護者交流

会等）の実

施 

高齢

福祉

課 

【ほっと介護教室】 

3 月 26 日 認知症セミナー 

【家族交流会】 

実績なし 

【認知症家族介護者交流会】 

 12 回（月 1 回） 

延べ参加者数：156 名 

 情報交換・交流・勉強会など 

参加者・講師・職員が男

女に関わらず事業に参加

できるよう周知し、環境づく

りに努めた。 
A 

男女に関わらず、事業

参加できるよう環境づく

りの調整を継続して実

施していく。 継 

続 

生涯

学習

文化

課※

追加 

下野市での介護サービスの現状と介護技術

を学ぶと共に、介護される側の気持ちにな

り、自立の支援及び心のケアに繋げる。 

・南河内東公民館 

「介護を学ぶ」 

回数：3 回 参加者数：18 名 

参加者・講師・職員が男

女に関わらず事業に参加

できるよう周知し、環境づく

りに努めた。 A 

市民ニーズを把握し、

関係各課と連携をとり

ながら公民館事業の範

囲内で実施していく。 

継 

続 

高齢者福祉

サービス、介護

保険サービス

の提供 

高 齢

福 祉

課 

各高齢者福祉サービスを実施した。 

（配食サービス事業、ねたきり老人等紙お

むつ購入券給付事業、高齢者外出支援事

業、ねたきり老人等介護手当事業、安否

確認・緊急通報システム貸与事業、徘徊

高齢者等あんしんサービス事業、声かけふれ

あい収集事業） 

・高齢者本人及び介護す

る家族や支援者など、男

女にかかわらず各種福祉

サービスを行った。 

・民生委員児童委員協議

会に参加し事業の周知を

図った。 

A 

性別にかかわらず、これ

まで同様のサービスの

提供をしていく。 
継 

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

家族支援

（交流会、

学習機会の

提供等）の

実施 

社会

福祉

課 

精神障害者家族会を実施した。 

回数：2 回（①7/12 ②1/23） 

参加者数： 

① 4 名（女性 3 名、男性 1 名） 

② 7 名（女性 4 名、男性 3 名） 

父親・母親にかかわらず、参

加しやすい内容や場づくりに

努めた。 

A 

家族会において、日

頃の悩みや家族とし

ての思いを共有でき

る場所は必要なこと

である。 

さらに広く周知をして

いく必要がある。 

継

続 

障害福祉サ

ービス等の

提供 

社会

福祉

課 

在宅障がい者を対象に、身体介護、

家事援助、通院介助などのサービス給

付を実施した。 

延べ利用者数：1,388 名 

男女問わず在宅介護者の

負担を減らすため、適正な

サービス給付を行った。男性

恐怖症の相談者には女

性、女性恐怖症の相談者

には男性がそれぞれ対応し

た。 

A 

適正なサービスが行

われているかどうかが

見えにくい。現状は相

談支援事業所のモニ

タリング記録によるも

のでしか判断できな

い。 

継

続 

 

（2） 介護・介助に関する情報提供・相談体制の充実 

市で実施している介護サービスや障害支援サービスが必要な人に適切に利用されるよう、情報提供や相談体

制の充実を図ります。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

介護サービ

ス等に関す

る情報の発

信 

高齢

福祉

課 

介護制度改定案内を、市ホームペ

ージ掲載および通知により周知し

た。 

介護保険制度のお知らせチラシを

作成した。 

男女にかかわらず、高齢者

であれば対象になる制度で

あることを意識し、チラシ作

成の際、性別の偏りがない

ように配慮した。制度内容を

わかりやすく周知することがで

きた。 

A 

性別にかかわらず、これ

までと同様、高齢者及び

介護事業所に対し、介

護サービス等に関する情

報の発信を継続して実

施する。 

継

続 

地域包括支

援センター

等における

相談体制の

充実 

高齢

福祉

課 

・地域包括支援センターへの相談

(来所、訪問、電話等)を実施し

た。 

・高齢者の増加に伴う相談件数の

増加、相談内容の複雑化、複合

化した対応のため、情報共有等に

よる関係機関との連携強化を図っ

た。 

・男女に関わらず、地域包

括支援センターが高齢者へ

の幅広い相談窓口であるこ

とをチラシの配布等で周知し

た。 A 

・男女に関わらず、高齢

者に関する相談窓口が

地域包括支援センター

であることの周知を継続

していく。 

・職員の性別に関わらず

相談体制が充実できる

よう環境づくりに努める。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

障害福祉サ

ービス等に

関する情報

の発信 

社会

福祉

課 

保健・福祉ガイドブックを利用し、市ホーム

ページや窓口等において障害福祉サービ

スに関する情報を発信した。 

対象者に合わせた情報

を提供し、分かりやすい

情報発信に努めた。 A 

市ホームページ等の

内容を分かりやすい

ものにしていく。 

継

続 

障がい児者

相談支援セ

ンター等にお

ける相談体

制の充実 

社会

福祉

課 

・障がい児者相談支援センターにて、障が

い者本人およびその家族、地域住民等か

らの障がいに関する相談に対応するための

相談窓口を引き続き開設した。 

・社会福祉課窓口にて、相談員(社会福

祉士・精神保健福祉士)により相談対応

した。 

 障がい児者相談支援センターにおける

相談件数：3,263 件 

（訪問：330 件、来所：249 件、同

行：50 件、電話：878 件、電子メー

ル：249件、個別支援会議：64件、関

係機関：1,443 件、その他：0 件） 

・相談内容・相談者のニ

ーズに応じて、男女の保

健師・相談員にて対応

した。また、相談者の年

齢・環境・相談内容に

配慮し、様々な相談方

法をとれるよう配慮した。 A 

相談者の中には、相

談が必要であっても

「（自分や家族は）

障がい者ではない」と

障がい者相談支援

センターへの相談を

拒否するケースもある

ため、他機関と連携

し対応できるよう体

制を整えていく。 

継

続 

 

施策の方向Ⅱ-３ 困難を抱えた男女が安心して暮らすための支援の充実 

（1） ひとり親家庭や生活困窮者等に対する支援の充実 

ひとり親家庭や貧困など、生活上の困難に直面する男女に対し、国や県との連携のもと、情報の提供や相談を

行うとともに、就労・学習などの機会を提供するなど、自立に向けた支援を行います。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ひとり親家

庭に対する

相談体制・

支援の充実 

こども

家庭

センタ

ー 

ひとり親家庭等への様々なサービスに関する

情報を適宜提供するほか、ケースごとの相談・

支援を継続した。 

・女性相談（離婚・養育費・ＤＶ相談等） 

・母子父子寡婦福祉資金の貸付・案内等 

・就学援助制度やひとり親家庭医療費助成

制度の案内等 

社会資源の情報提供や

相談業務を通して、生

活の安定と向上や、子ど

もの健やかな成長を図っ

た。 

A 

DV ホットラインの

効果的な周知方

法を検討し、継

続的な周知を図

る。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ひとり親家

庭に対する

就労支援の

実施 

子育

て応

援課 

児童扶養手当受給者に対して、就労

支援事業の周知・啓発に努めるととも

に、ハローワーク等関係機関と連携を

図りながら、効果的な就労支援事業

を施した。 

 高等職業訓練促進給付金：0 名 

 自立支援教育訓練給付金：0 名 

児童扶養手当受給者の現

況を把握し、対象者に給付

金の案内を行うこととしてい

る。 

令和 6 年度は利用実績な

し。 

A 

児童扶養手当受給

者に対して、就労支

援事業の周知・啓発

に努める。 
継

続 

生活困窮者

に対する相

談体制の充

実 

社会

福祉

課 

・下野市社会福祉協議会に委託し生

活困窮者に対する相談支援を行っ

た。相談内容から生活困窮者が抱え

る課題を適切に評価・分析、その課題

を踏まえた自立支援計画を作成し早

期自立に向けた適切な支援を実施し

た。 

・就労支援が必要な場合は、ハローワ

ークと連携し再就職に向けた支援を行

った。 

・社会福祉協議会における

相談体制として、男性２

名、女性３名の計５人体

制とし、男女問わず相談し

やすい環境づくりを意識し

た。 

・ハローワークにおいても、

男・女職員による相談体制

となっている。 

A 

景気動向等により、

困窮世帯が増加され

ることが予想される。

様々な相談に対応

できる支援体制を構

築していく必要があ

る。 

継

続 

生活困窮者

等の子どもに

対する学習

支援の実施 

社会

福祉

課 

生活保護世帯及び就学援助費を受

給している世帯の中学生を対象に学

習支援を実施し、高等学校等への進

学により貧困の連鎖を防止し、自立促

進に寄与した。 

・市内中学生を対象として

おり、性別関係なく募集し

現在は 20 名を定員として

いる。 

・男性・女性の教師 OB 等

による支援であり、生徒との

相談しやすい関係性を意識

し対応を行った。 

A 

今後も生徒募集につ

いては男女関係なく

募集し、男性教師、

女性教師による適切

な学習支援及び相

談体制を築く必要が

ある。 

継

続 
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（2） 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

高齢者が家庭や地域で安心して暮らせるよう、介護予防に取り組むとともに、生きがいを持って活躍できるよう、

就業機会や社会活動への参加機会を提供します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

介護予防事

業の充実 

高齢

福祉

課 

・地域ふれあいサロンや老人クラブの参

加者を対象に「しもつけ元気はつらつ

体操」「筋力向上プログラム」「脳力アッ

プトレーニング」「地域リハビリテーション

活動支援事業」「高齢者の保健事業

と介護予防等の一体的な実施」を開

催した。 

・新規事業として、要支援者の心身機

能・生活向上を図り自立につなげてい

くことを目的に、「短期集中筋力トレー

ニング事業」を実施した。 

男女に関わらず、介護予防

に関する情報提供や気軽に

相談できる環境づくりに取り

組んだ。 

A 

男女に関わらず参加

できる身近な地域ふ

れあいサロンや老人ク

ラブで、介護予防に

関する情報を得られ

る環境づくりを継続し

ていく。事業推進のた

めに各関係課とも連

携を図っていく。 

継

続 

シルバー人

材センターや

ハローワーク

等と連携し

た高齢者の

就労機会の

充実 

高齢

福祉

課 

・意欲ある高齢者の社会参加や高齢

者の能力開発の促進と技能や知識を

還元できる就労機会を提供するため、

シルバー人材センター会員募集の周

知活動を広報等にて情報発信を行っ

た。 

・シルバー人材センターに関するポスタ

ー、チラシ等を各関係機関等窓口に

配布し、周知に努めた。 

・性別にかかわらず募集して

いることがわかるチラシを作

成し、周知に努めた。 

・女性会員の入会促進と退

会抑制に努め、女性会員

講習会を開催した。 

A 

性別にかかわらず、

就労機会を提供して

いることを継続的に

周知していく。 
継

続 

商工

観光

課 

・商工観光課窓口に、関係するチラシ

を設置し、周知を図った。 

・県と協力し、市役所会議室を利用し

て女性・高齢者を対象とした個別相

談会や合同面接会等を開催した。 

 参加実績：合計 29 人 

（うち 65 歳以上 9 人） 

・ハローワークが実施している X による

雇用情報の発信をリツイートした。 

・チラシの配布を通して啓発

を図った。 

・面接会については、雇用

開始日等を柔軟に対応でき

る市内企業等に協力を依

頼した。 

Ａ 

チラシは継続的に設

置する。X のリツイー

トについては、今後定

期的にハローワークか

ら情報が発信される

予定であるため、発

信の都度リツイート対

応をしていく。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

高齢者の社

会活動への

参加機会の

充実 

生涯

学習

文化

課 

高齢者の社会参加・地域参加を促す

ため、高齢者対象の講座を開催した。 

・南河内公民館「ゆうがお大学」 

回数：8 回延べ参加者数：184 名 

・南河内東公民館「吉田シニア大学」 

回数：7 回延べ参加者数：104 名 

・石橋公民館「グリム大学」 

回数：7 回延べ参加者数：246 名 

・国分寺公民館「寿大学」 

回数：7 回延べ参加者数：339 名 

各公民館で工夫を凝らし、

毎回異なるテーマ・内容の

講座を開催した。 

男女の別なく興味を持つこと

ができ、心身ともに健康で充

実した生活を送れるようなプ

ログラムとした。また、受講生

に講座の運営に協力しても

らい、社会教育活動への参

加を実践してもらった。 

A 

シニア対象の定番講

座であり、人気の講

座である。受講生同

士の交流を促進する

ことや、単独世帯の

方の安全・安心感を

醸成することにも寄

与していくため、今後

も興味を引く内容を

考えていく。 

継

続 

 

（3） 障がいのある人が安心して暮らせる環境の整備 

障がいのある人が家庭や地域で安心して暮らせるよう、就業の機会や社会活動への参加機会を提供します。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

障がい者の

就労機会の

確保・推進 

社会

福祉

課 

障がい者の一般就労に向けた支援と

して、一般就労に向けた訓練の場を提

供するため就労移行・継続・定着支

援事業のサービス給付を実施した。 

 【就労移行支援事業】 

  延べ利用者数：102 名 

 【就労継続支援Ａ型事業】 

  延べ利用者数：671 名 

 【就労継続支援Ｂ型事業】 

  延べ利用者数：2,144 名 

 【就労定着支援事業】  

  延べ利用者数：47 名 

男女問わず、一般就労に

向けた訓練の場の提供に努

めた。 

A 

Ｂ型事業所利用へ

の偏りが見られる。支

給決定の前に適正

な支援かどうか再確

認を行う必要があ

る。 継

続 

商工

観光

課 

商工観光課窓口に、関係するチラシを

設置し、周知を図った。 

チラシの配布を通して啓発

を図った。 A 
チラシについては継続

的に設置する。 
継

続 

障がいのある

人の社会活

動への参加

促進 

社会

福祉

課 

聴覚障がい者への社会参加支援とし

て、手話通訳者等の派遣を行った。 

延べ派遣回数：125 回 

地域における障がい者同士

の交流の場の提供および社

会参加の機会を促す支援

を提供することができた。 

A 

障がい者の地域・社

会交流のために引き

続き実施する必要が

ある。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

障害者差別

解消支援地

域協議会の

設置による

相談体制の

充実 

社会

福祉

課 

・障がい者相談支援センターと社会福

祉課それぞれに、障がい者の差別解

消に関する相談窓口を設けた。 

・下野市障がい者差別解消支援地域

協議会を開催し、差別事案や差別解

消に向けた取組みについて協議した。

相談実績はないものの、相互連携の

重要性について確認した。 

関係機関と連携を図り、各

個別の要望に即した相談対

応ができるよう環境整備に

努めた。 
A 

障害者の差別解消

のために、今後も取り

組んでいく必要があ

る。 継

続 

 

（4） 外国人が安心して暮らせる環境の整備 

市内で生活する外国人に対し、文化・言語・価値観の違いにより困難を抱えることがないよう、情報提供や支援

の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

多言語によ

る情報提供

の充実 

市民

協働

推進

課 

市ホームページに、栃木県国際交流

協会が実施している外国人向け相談

事業の案内と下野市国際交流協会

が実施している日本語教室「にほんご

ひろば」の案内を多言語で掲載してい

る。 

多言語や「やさしい日本語」

での情報提供を行い、外国

語話者を含めより多くの市

民に周知できるよう配慮して

いる。 

A 

掲載する情報を整理

し、最新情報を迅速

に掲載・案内できるよ

う継続して取り組む。 

継

続 

日本語教室

の実施 

市民

協働

推進

課 

下野市国際交流協会において、ボラン

ティアの学習支援者が、市内および近

隣市町に住む外国人の日本語学習

を支援している。 

男女のボランティア学習支

援者がおり、受講しやすい

雰囲気づくりに努めている。 A 

男女問わず日本語

を学びたい人に PR

できるよう努める。 

継

続 
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（5） 性的少数者が安心して暮らせる環境の整備 

性的少数者が地域で安心して暮らしていけるよう、様々な機会を通じて啓発に努めるとともに、あらゆる場におい

て配慮した対応を行います。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ＳＯＧＩに

関する正し

い理解を深

める啓発、

情報・学習

機会の提供 

市民

協働

推進

課 

・10 月に市民 2,000 人を対象に行った

アンケートで SOGI 及び LGBT、LGBTQ

等の認知度を調査した。 

・男女共同参画週間パネル展において、

性的少数者等に関するパネルを展示し

た。 

・ＬＧＢＴを象徴するレインボーフラッグを

イメージした虹色のバッジを作成し、多様

性の尊重を呼びかけ、イベント時に配布し

た。 

・市ホームページにおいて、SOGI（性的

指向・性自認）に関する説明と専門の相

談窓口を掲載し、周知した。 

・SOGI について、知って

いる又は聞いたことがある

と答えた人の割合は、

15.7%となった。また、

LGBT、LGBTQ 等につ

いて、知っている又は聞

いたことがあると答えた人

の割合は、76.4%となっ

た。 

・アンケートを作成する際

には、適切な表現等に

配慮し、分かりやすい文

章になるよう心がけた。 

S 

周知や学習機会の

提供を継続し、引き

続きＳＯＧＩの正し

い理解の普及に努め

ていく。 

継

続 

窓口業務等

における性

的少数者に

配慮した対

応の実施 

市民

課 

・住民票記載事項証明書については、本

人の希望により性別の有無を選択して発

行することができるよう取り組んだ。 

・令和元年度より印鑑証明書の性別欄を

削除したほか、旧氏の記載を可能とした。 

当事者が相談しやすい

ような窓口対応を普段

から意識した。今年度対

象となる相談実績なし。 

S 

当事者から申し出し

辛い内容であるた

め、職員側も相談し

やすい雰囲気づくりを

心がける。 

継

続 

総合

政策

課※

追加 

「下野市審議会等の設置及び運営等に

関する要綱」を改正し、公募委員の応募

用紙について、性別欄を任意とした。 

性的少数者等に配慮

し、令和５年度に見直

した様式を引き続き使用

した。 

A 

社会の変化やニーズ

を汲み取り、行政サ

ービスの向上に努め

る。 

継

続 
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（6） 多様なニーズに配慮した防災対策 

災害発生時等を想定し、女性や子育て世代、高齢者等の多様なニーズに配慮するための防災対策を推進し

ます。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

様々な人に

配慮した避

難所運営の

ための災害

用物資の確

保 

安全

安心

課 

避難所において乳幼児のためのミルク

の備蓄品を更新した。 

乳児用ミルクは水がいらない

液状ミルクを備蓄している。 

この他、生理用品、乳幼児

や高齢者用の紙おむつを備

蓄している。 

LGBT に配慮し、個別な更

衣室等に利用するテントを

備蓄している。 

Ａ 

引き続き備蓄品の更

新を行うとともに、ニ

ーズに合わせた備蓄

を行う必要がある。 継

続 

避難所にお

ける外国人

や障がい者

等に配慮し

た環境の整

備 

安全

安心

課 

外国人用にピクトサインや避難所で使

用する頻度の高い用語を翻訳した多

言語表示シートを用意している。 

国・県国際交流協会が公

開しているピクトサイン、多

言語表示シートを避難所に

整備している。 Ａ 

今後も避難所に適し

たピクトサイン、多言

語による表現を更新

する必要がある。 

継

続 

 

施策の方向Ⅱ-４ 性別や年代に応じた心身の健康づくり支援 

（1） 生涯にわたる女性の健康管理・母子保健医療等の充実 

母性の保護や生涯にわたる女性の健康・健全な生活の確保のため、女性特有の症状や病気、性に関する病

気等に対応した知識の普及や健康診査、母子保健医療等の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

骨粗しょう症や

更年期障害、

子宮がんや乳が

んなど、女性に

特有の症状・病

気、性に関する

病気等の正しい

知識の普及 

健康

増進

課 

・乳幼児健診にて女性の健康に関

するリーフレットを配布し、ライフステ

ージに合わせた正しい知識の普及

に努めた。子宮頸がん・乳がん検診

の受診勧奨や健診結果と共にリー

フレットを同封した。また、窓口にも

配架する等、女性特有の病気の

予防に関する普及啓発に努めた。 

健康教室や地域の出前

講座などで各種リーフレッ

トや媒体を用いて知識の

普及を行った。 
Ａ 

ライフステージごとの

罹患リスクがあるがん

検診の受診勧奨や

集団検診において女

性のホルモンバランス

の変化に伴う健康づ

くりについて、情報提

供をしていく。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

女性に特有

の症状・病

気、性に関

する病気等

の健康診査

の充実 

健康

増進

課 

集団検診 43 回実施のうち、女性限

定日は 11 日、託児付き検診日は 12

日、土日検診は 9 日設定した。 

 乳がん検診受診率：40.4% 

 子宮頸がん検診受診率：22.5% 

・集団検診全日程で乳がん

検診が受診でき、また子宮

頸がん検診においては集団

のみならず個別医療機関に

おいても受診可能とした。 

・子育て中の女性も安心し

て検診が受診できるよう、託

児つき検診日を設定するこ

とで受診しやすい環境づくり

に努めた。 

Ａ 

さらなる受診率の向

上を図るため、引き

続きがん検診の普及

啓発ならびに、受診

しやすい環境づくりに

取り組む必要があ

る。 

継

続 

女性に特有

の症状・病

気、性に関

する病気等

の健康相

談・助成体

制等の充実 

こども

家庭

センタ

ー 

不妊治療について、妊娠サポート事業

として生殖補助医療（男性不妊治療

を含む）・人工授精・保険適用外治

療（先進医療等）・不育症治療につ

いて助成している。相談先として県不

妊専門相談センターを紹介した。 

 生殖補助医療：60 件（男性含

む） 

 人工授精：24 件 

 保険適用外治療：18 件 

 不育症治療：2 件 

男性側に不妊の原因があっ

た場合、男性不妊治療の

医療費について上乗せ助成

を行う。 

Ａ 

保険適用開始後の

不妊治療に対する市

の助成制度につい

て、周知を図ってい

く。 
継

続 

妊産婦に対

する健康診

査や健康教

育・指導な

ど、母子保

健対策・助

成等の支援

体制の充実 

こども

家庭

センタ

ー 

・母子手帳発行時に妊婦健康診査

受診券 14 回分（多胎妊娠について

は 19 回分）と父子手帳を併せて発

行した。 

・妊産婦医療費助成に関する周知も

行い、手続きに関して窓口を案内し

た。 

・早期から健診受診券を活

用し、母子の健康管理に活

用してもらえるよう病院と密

に連携した。 

・父子手帳を活用し、父の

育児参加の推進を行った。 

S 

妊婦が早期に妊娠を

自覚し早期から適切

に妊婦健診を受診で

きるよう周知していく

必要がある。引き続

き、父の育児参加の

推進を行っていく。 

継

続 
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（2） 健康診査及び保健指導の充実 

男女に関わらず、生涯を通じて健康を保持できるよう、健康診査の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

特定健診・

特定保健指

導の実施 

健康

増進

課 

特定健診を受診し、保健指導レベル

が動機付け支援、または積極的支援

と判定された方に生活習慣を改善する

ための特定保健指導を実施した。 

動機付け支援：86 人(内訳 集団

検診：男性 49 人、女性 30 人/個

別検診：男性 3 人、女性 4 人) 

積極的支援：21 人(内訳 集団検

診：男性 14 人、女性 6 人/個別検

診：男性 1 人) 

・動機づけ支援も積極的支

援も個別にて支援を行っ

た。生活習慣病の経過を理

解し、日常生活の中で生活

習慣改善ができるよう、チェ

ックシートを使用した。対象

となった方の生活状況を聞

き取り、なるべく生活に則し

た保健指導をできるよう心が

けている。 

Ａ 

集団検診受診者と

比較すると個別健診

受診者の特定保健

指導参加者が少な

い 状 態 が 続 い て い

る。そのため、かかりつ

け医と連携し、参加

勧奨や保健指導の

内容等を検討してい

く。 

継

続 

市民

課 

国民健康保険の加入者へ受診券を

発送し、市が行う集団検診、もしくはか

かりつけ医での個別検診を選択して受

診できるよう小山地区医師会等と契

約し、加入する市民の健康保持の一

助となるよう努めている。 

・土日の検診の実施や、女

性限定日の設定、検診実

施中に託児所を開設するこ

とで、就業者や女性が受診

しやすいよう配慮した。 

・特定健診未受診者勧奨

事業として、未受診者の性

格（傾向）パターンに合わ

せて 7 種類の勧奨通知を

送付した。 

Ａ 

・令和 5 年度受診

率は 50.5％で下野

市国民健康保険特

定健康診査等実施

計画（第 4 期）の

目標値を達成できて

いないため、今後も

勧奨等に努める。 

継

続 

ヤング健診

の実施 

健康

増進

課 

集団検診で20～39歳の市民を対象

としたヤング健診を実施した。 

 回数：43 回 

 受診者：711 人 

ヤング健診の受診率を上げるため、対

象者へ勧奨のはがきを送付した。 

女性限定日や託児付き検

診日、土日の検診日を設

け、受診しやすい環境づくり

に努めた。 
Ａ 

託児のある検診日を

増やすことができるよ

うに検討していく。ま

た、健診の結果にお

いて要指導と判定さ

れた方へ適切な健康

づくりについてアドバイ

スをしていく。 

継

続 

ライフステー

ジに合わせ

た保健指導

の実施 

健康

増進

課 

各種教室や健診結果説明会、健康

相談時に、対象者の生活や身体状況

に合わせた健康づくりの方法を提案し

た。 

対象者のライフステージや性

別を考慮しながら、生活習

慣の聞き取りを行ったうえ

で、具体的な生活習慣病

予防についてアドバイスし

た。 

Ａ 

対象者が継続的に

健康づくりに取り組む

ことができるようなアド

バイスや体制づくりを

行っていく。 

継

続 
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基本目標Ⅲ あらゆる暴力の根絶と被害者支援の体制づくり【下野市配偶者等からの

暴力対策基本計画】 

施策の方向Ⅲ-１ あらゆる暴力の防止の意識づくり 

（1） 家庭、地域、職場、学校におけるＤＶ防止啓発の充実 

市民がＤＶに関する正しい理解と知識を習得できるよう、様々な場においてＤＶに関する広報・啓発の充実を

図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

広報紙やホ

ームページ、

チラシなどを

活用した啓

発 

市民

協働

推進

課 

・内閣府発行のポスターを市内公共施設

に掲示した。また、市発行のＤＶ防止啓

発カードを市内公共施設、学校、駅、医

療機関、店舗に配布・設置し、啓発を行

った。 

・市役所市民ロビー（6 月・11 月）に

て、ＤＶ防止啓発パネルを展示し、市ホ

ームページの特集ページ、Ｘ、ＬＩＮＥ、

メール配信により周知した。 

店舗、駅、病院等にＤ

Ｖ防止啓発カードを送

付し、多くの人に見てもら

えるよう配慮した。 

S 

市内事業者に啓発

物の配布協力を呼び

かけ、広報紙や市ホ

ームページ等を活用

した意識啓発を図

る。ＤＶに関する正

しい知識と相談先の

知名度向上に努め

る。 

継

続 

ＤＶ防止に

関する啓発

リーフレットの

作成、関係

機関への配

布 

市民

協働

推進

課 

市発行のＤＶ防止啓発カードを市内公

共施設、学校、駅、医療機関、店舗に配

布・設置し、啓発を行った。 

人が多く集まる場所にＤ

Ｖ防止啓発カードを送

付し、周知に努めた。ま

た、相談窓口を掲載した

啓発カードをトイレ等に

設置してもらうよう呼びか

けた。 

S 

カード配布先を拡充

し、情報を必要として

いる方へ届くよう配慮

する。 
継

続 

地域の組

織、団体へ

の啓発活動 

市民

協働

推進

課 

・市発行のＤＶ防止啓発カードを市内公

共施設、学校、駅、医療機関、店舗に配

布・設置し、啓発を行った。 

・市役所1階市民ロビーにて、DV防止啓

発パネル展示を11月に実施した。展示に

あわせて市ホームページや X、LINE、メー

ル配信により周知した。 

利用者の目に留めてもら

えるよう入口傍のホール

にパネルを展示し、パー

プルリボンや啓発品の配

布も行った。 

A 

引き続き啓発活動に

取り組み、ＤＶに関

する正しい知識と相

談先の知名度向上

に努める。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配慮し

た点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

デートＤＶ

の防止に向

けた啓発 

市民

協働

推進

課 

・10 月に市民 2,000 人を対象にした

アンケート、11 月に中学 2 年生及び

義務教育学校 8 年生を対象にしたア

ンケートを実施し、デート DV の認知度

を調査した。 

・4 月の若年層の性暴力被害予防月

間に合わせてデートＤＶ防止に関する

啓発カードを学校に配布し、若年層へ

啓発した。 

・市民に向けて広報紙やメール配信、

X、LINE 等で啓発を行った。 

・デートＤＶについて、知ってい

る又は聞いたことがあると答えた

人の割合は市民 51.9%、中

学生 58.3%となった。 

・アンケートを作成する際には、

適切な表現等に配慮し、分か

りやすい文章になるよう心がけ

た。 

A 

・駅や店舗など、

人が集まる施設

のトイレ等に啓発

カードの設置協力

を要請し、言葉や

相談窓口等の知

名度向上を図

る。 

・若年層に向けて

学校への周知を

継続して行う。 

継

続 

こども

家庭

センタ

ー 

市内中学校 3 年生及び義務教育学

校 9 年生を対象にデート DV 防止啓

発講座を実施し、461 名の生徒に

DV とは何か、どうして起こるのか、お互

いが良い関係であるためのポイント、被

害に遭った際の相談先など、DV 被害

者や加害者になることを予防する活動

を展開した。 

講座には男女という区別だけで

なく、LGBT の方への理解や配

慮についても内容を盛り込み実

施したとともに、講座後のアンケ

ートでは、性別欄に”その他”の

欄を設けた。講座では教員を交

えたデート DV の寸劇を行い、

男女ともに誰でも起こりうるもの

として啓発した。未来あるこども

達が被害者にも加害者にもなら

ないよう、予防事業として注力

した。 

S 

今後も DV を未

然に防止するた

め、各学校と連

携し、DV に関す

る教育や普及啓

発を継続的に行

う。 

継

続 

 

（2） 若年層を対象としたストーカー等防止に向けた啓発の充実 

ＪＫビジネス、ストーカー等のあらゆる形態の暴力に対する啓発を行うとともに、防犯意識の向上を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配慮し

た点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ＪＫビジネ

スの防止に

向けた啓発 

市民

協働

推進

課 

・10 月に市民 2,000 人を対象に実

施した市民アンケートにおいて、JK ビジ

ネスの認知度を調査した。 

・市ホームページに性犯罪・性暴力に

関する内容を掲載し、暴力は重大な

人権侵害であることを呼びかけた。 

・JK ビジネスについて、知ってい

る又は聞いたことがあると答えた

人の割合は、57.1%となった。 

・市ホームページについて、トラブ

ルに応じ複数の相談窓口を掲

載している。 

Ａ 

若年層に情報が

届くよう学校にチ

ラシ等を配布し、

継続的に注意を

促していく。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ストーカー防

止に向けた

警察との連

携 

安全

安心

課 

下野警察署をはじめ、下野地

区防犯協会連合会、自主防

犯団体等と連携し、情報の共

有化を図り、市民を対象とした

安全教室や情報発信を実施し

た。 

警察や関係団体との広

報活動を通じて、男女を

問わず情報発信活動を

実施した。 Ａ 

・警察や関係機関との連携及

び連絡体制を強化し、事案に

対し、迅速な対応ができる体制

を確保する必要がある。 

・ストーカー防止に向け、広報

啓発活動、安全教室の充実を

図る必要がある。 

継

続 

地域防犯活

動への参画 

安全

安心

課 

・「児童を見守る活動推進事

業」による自主防犯団体の支

援や自主防犯団体等による会

議、合同パトロールを実施し

た。 

・「SNS 安全教室」「防犯教

室」等の防犯講話を実施したほ

か、しもつけインフォメーションメー

ルや防災無線を利用し、地域

安全情報を発信した。 

・自主防犯団体の役員

には女性の参加を促進

していただき、会議などで

積極的な意見を募った。 

・自主防犯団体との合

同パトロールでは、もれな

く女性を複数含めた班

編成で実施した。女性

役員は全体の 3 割程

度であった。 

Ａ 

・自主防犯団体の平素からの

活動は、男女、年齢、職業等

を問わず、様々な目線でのきめ

細やかなパトロールの実施や効

果的な施策の提案が必要であ

る。 

・警察や関係機関との連携及

び連絡体制を強化し、事案に

対し、迅速な対応ができる体制

を確保する必要がある。組織の

継続性向上や女性参画推進

に向け、若年層へのノウハウ伝

達や継承が必要である。 

継

続 

 

（3） あらゆるハラスメント等の防止のための労使双方への啓発・情報提供 

職場や地域等におけるセクシュアルハラスメント、パワーハラスメントやマタニティハラスメント等、あらゆるハラスメン

トを防止し、差別意識や無意識な慣習に根ざす肉体的・精神的なすべての暴力の根絶をめざし、意識改革のた

めの啓発活動を推進します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

あらゆるハラ

スメントの防

止のための

労使双方へ

の啓発・情

報提供 

市民

協働

推進

課 

・広報紙 2 月号において、「カスタマーハラ

スメント」に関する記事を掲載し、情報提

供を行った。 

・ワーク・ライフ・バランス推進事業所認定

制度について、チェックシート内にハラスメン

ト対策に関する項目を設定し、事業所に

対策を促している。 

・時期等を考慮して記事

のテーマを選定した。事

業者に向けてハラスメン

ト対策への取組を促し

た。 

A 

広報紙等で定期的

に情報提供を行う。 

認定制度を広く周知

し、ハラスメント防止

を含めた働きやすい

職場環境づくりについ

て、働きかけていく。 

継

続 

 



26 

施策の方向Ⅲ-２ ＤＶ被害者の支援体制づくり 

（1） 相談窓口の周知 

広報紙、市ホームページ、メール配信、ＤＶ防止啓発カード等、様々な媒体を活用して、各種相談窓口を広く

周知します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

ＤＶ防止啓

発カード等を

利用した周

知 

市民

協働

推進

課 

・市発行のＤＶ防止啓発カード及び市ホ

ームページに相談窓口の一覧を掲載して

いる。 

・啓発運動期間に合わせて広報紙 4 月、

11 月号にＤＶ相談窓口を掲載した。 

・11 月の「女性に対する暴力をなくす運

動」に合わせて啓発展示を市役所 1 階市

民ロビーにて行い、啓発カードを配布した。 

名刺サイズ 6 面のカード

に、デートＤＶやＤＶの

種類等について紹介す

るとともに、相談先や避

難時の持ち物など、具体

的な対応策に繋がるよう

な内容を多く掲載した。 

Ａ 

カード配布先を拡充

し、情報を必要として

いる方へ届くよう配慮

する。 継

続 

広報紙、市

ホームページ

を利用した

周知 

こども

家庭

センタ

ー 

市ホームページ、広報紙で相談窓口を周

知した。ＤＶ相談カードを関係施設に配

布した。 

様々な媒体を活用して

相談窓口を周知した。ま

た、各種団体や関係機

関へも周知した。 Ａ 

まだ市民の中には相

談先がどこなのかを知

らない方が多いため、

効果的な媒体を活

用し、引き続き積極

的な周知を図る。 

継

続 

 

（2） 相談対応の向上 

相談員及び担当職員は、各種研修へ積極的に参加して、相談技術の向上や専門知識の習得を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

相談員の研

修会等への

参加促進 

こども

家庭

センタ

ー 

各種研修会の参集型は少なかった

が、オンライン研修や動画視聴による

研修会にも参加し適切な支援ができ

るよう努めた。 

研修会やオンライン動画視

聴による勉強会により、資

質の向上に努めた。 
Ａ 

各種研修会に参加

しスキルアップを目指

すとともに、2 人体制

での面接により、適

切で幅のある支援が

できるよう努める。 

継

続 
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（3） 被害者の避難に向けた支援 

配偶者暴力相談支援センター等との連携により速やかな避難に向けた助言・情報提供等の支援を行うととも

に、一時保護が必要な場合には、一時保護所まで同行します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

関係機関と

連携した被

害者の安全

確保 

こども

家庭

センタ

ー 

DV 被害に伴う一時保護については、全

件とも一時保護所まで同行支援を行い、

安全に一時保護となるよう努めた。また、

警察、県南児童相談所、民間シェルター

とも連携を図りながら、被害者心情に寄り

添った支援に努めた。 

令和６年度 一時保護実績：計１件 

当市生活保護担当部

署や警察、民間シェルタ

ーや母子生活支援施設

等との連携を緊密に図

り、一時保護後の自立

支援を見据えて関わるこ

とができた。 

Ａ 

加害者から確実に逃

れ、安全な生活が送

れるよう引き続き支

援していく必要があ

る。 

継

続 

 

（4） 被害者の生活再建に向けた支援 

被害者の生活実態を把握したうえで、生活資金や健康保険の取扱い、住所の変更等について、関係課と連携

し、迅速・円滑に対応します。また、自立した生活をめざす被害者に対し、ハローワーク等と連携を取りながら、就業

活動に必要な情報の提供や自立に向けた支援を行います。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

被害者及

び同伴児

童の状況

把握・関

係課との

連携 

こども

家庭

センタ

ー 

・女性相談支援員と保健師や児童家

庭相談担当職員を中心に、実務を通

して関係機関との連携に努め、被害者

の心情に寄り添った支援を実施した。ま

た、下野市要保護児童対策地域協

議会にとちぎ男女共同参画センターパ

ルティが委員として参加しており、会議

を通して児童福祉と婦人相談の連携

の重要性を説明した。 

・乳幼児健診等の母子保健事業の中

で、生活状況などの把握を行い、支援

の必要なケースの把握に努めた。その

上で「こんにちは赤ちゃん訪問ケース検

討会議」や「受理会議」にて、乳幼児の

要支援者に対する情報共有を行った。 

・民間の NPO 法人とも連携

し、被害者及び同伴児童の

心情に寄り添い、迅速かつ

円滑に支援を実施できた。 

・要支援者の把握を母子保

健事業全般で行った。会議

において、要支援者の情報

共有とともに、必要時、女性

相談支援員に面接の同席を

依頼する等、連携を図った。 

A 

・引き続き、児童福

祉分野と婦人保護

の円滑な連携のた

め、児童相談所やパ

ルティと協議していく

必要がある。 

・こども家庭センター

内において、さらなる

連携強化を図り適切

な支援を行う。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

生活保護等

による支援

の実施 

社会

福祉

課 

就労能力を有し、就労阻害要因のない

生活保護受給者を対象に被保護者就

労支援事業を実施した。就労支援員によ

る就労に関する相談・助言、個別の求人

開拓やハローワークへの同行等をおこな

い、早期就労に向けた支援を行った。 

被保護者就労支援事

業においては市とハロー

ワークで連携しながら就

労支援を実施しており、

相談しやすい体制を意

識し、男性と女性の相

談員が対応にあたった。 

Ａ 

引き続き、就労支援

対象者に対し早期

就労に向けた相談し

やすい体制を構築し

ていく必要がある。 

継

続 

住民基本台

帳事務等に

おける支援

措置 

市民

課 

申出者の申請に応じ、第三者への証明

書発行を制限することで、申出者が生活

の再建に向けて安心して暮らせるよう支援

した。 

また、システム上に支援措置の表示をする

ことにより、他課との情報共有を図った。 

令和 3 年度に対応可

能職員を 2 名から 4 名

に増員したが、令和 6

年度についても 4 名体

制で対応を行い、申出

者からの申請に対して最

大限の配慮をしながら適

切に対応した。 

S 

対応可能職員を増

やしたことで、申出者

に対する手厚い支援

体制を整えた。担当

ではない職員も窓口

や電話で案内できる

ようにする。 

継

続 

被害者の就

労に向けた

支援 

こども

家庭

センタ

ー 

ハローワークのマザーズコーナーや、社会福

祉協議会の事業「ささえーる」を紹介する

など、就労に向けた支援を行った。 

来庁相談のほか、電話

にて情報提供を行い、

必要な支援を実施し

た。 

A 

就労等により安定し

た経済環境を築き、

自立できるように支

援する。 

継

続 
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（5） 被害者の子どもへの対応 

子どもを伴う被害者に対しては、保健師等の専門職と連携して安全確保、心のケアに努めます。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

面接時の子

どもへの配慮 

こども

家庭

センタ

ー 

子どもを伴う DV 被害者の面接には児童

家庭相談担当の職員が同伴し、子どもに

関連する関係部署や関係機関と連携を

図り、安全確保や支援に努めた。また、避

難後も速やかに園や学校等に所属できる

よう、支援に努めた。 

子どもが面接場面に同席し

ないよう、別室を確保して遊

び相手をするなどの配慮に

努めた。 Ａ 

被害を受けた児

童や保護者が二

次障害に至らな

いよう、安全確保

に努める。 

継

続 

就園時にお

ける児童の

状況把握 

子育

て応

援課 

入園申込において詳細な聞き取りにより

状況把握に努めるとともに、入園審査で

優先的に取り扱うなどの配慮を行い、子の

安全確保と保護者支援に努めた。 

各施設と情報共有を密に

し、安全性の確保に努め

た。 
A 

こども家庭センタ

ーをはじめ、関係

各所と情報共有

を徹底し、子の安

全確保と保護者

支援に努める。 

継

続 

区域外就学

に際しての

配慮 

学校

教育

課 

ＤＶ避難による区域外就学については、

転学先や居住地などの情報を慎重に取

扱い、関連情報を知り得る者の範囲を制

限する等の配慮を行った。 

指導要録等、転校に必要

な書類の受け渡しを教育委

員会を介して行い、学校間

の直接連絡を避けた。指導

要録の取扱いについては、

県の手引に従い対応するこ

とを関係課と共通理解し

た。 

A 

関係諸機関と連

携して、個人情

報等、慎重に対

応していく。 継

続 
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（6） 関係機関との連携体制の強化 

関係機関との連携を通じＤＶ防止啓発と支援のためのネットワークを構築することで、市全体でＤＶ対策を推

進します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

下野市要保

護児童対策

地域協議会

代表者会議

等との定期

的な会議・

研修の開催 

市民

協働

推進

課 

下野市人権擁護委員会から委員１

名が会議に参加した。下野市要保護

児童対策地域協議会代表者会議、

各種啓発運動期間に併せて、人権擁

護委員及び法務局と連携し、相談窓

口を広報紙、ポスター、啓発品等で周

知した。 

普段啓発活動にて児童・生

徒と接する機会や相談業務

に従事する機会の多い人権

擁護委員が委員として標記

会議に参加し、ＤＶの現状

について認識したうえで各種

啓発活動を行った。 

A 

相談窓口についての

より効果的な啓発方

法を考えていく必要

がある。 
継

続 

こども

家庭

センタ

ー 

要保護児童の早期発見及びその適

切な保護又は要支援児童への適切

な支援を図るため、要保護児童対策

地域協議会を設置し、関係機関、団

体等と情報や考え方を共有し、事業を

進めた。 

 代表者会議：年 1 回（6/27） 

 実務者会議：全体会年 1 回

（6/28） 

 進行管理部会年 4 回 

 （7/12、10/18、12/20、3/17） 

 受理会議：38 回 

 個別ケース検討会議：26 回 

 定期学校訪問 

各小・中・義務教育学校：年 5 回 

 虐待初期対応研修、虐待防止講 

演会：各 1 回 

関係機関との連携を密に

し、会議以外にも適宜情報

共有を行い、必要な支援を

実施した。 

A 

関係機関との連携を

深めていき、対象者

に応じた支援を継続

していく。 

継

続 

配偶者暴力

相談支援セ

ンターの設

置に関する

情報収集と

検討 

こども

家庭

センタ

ー 

配偶者暴力相談支援センターについ

て、設置自治体からの情報収集を実

施。当市規模での配偶者暴力相談

支援センターの設置の是非について課

内協議を実施した。 

配偶者暴力相談支援セン

ターや関係機関と適宜連携

し、情報収集に努めた。 
Ａ 

当市規模での配偶

者暴力相談支援セ

ンターの設置について

は、その是非について

慎重な協議が必要

である。 

継

続 
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 基本目標Ⅳ 人権の尊重と男女共同参画の意識づくり 

施策の方向Ⅳ-1 男女共同参画に関する教育・啓発の推進 

（1） 男女平等を推進する学校教育の推進 

男女がそれぞれの個性を活かしながら、能力をのばし、相互に理解しあえる人間の育成をめざす教育を推進する

ため、各教科や特別活動等を通して、男女が互いに協力し尊重し合う態度を養うとともに、適切な指導が可能と

なるよう教職員に対する啓発を進めます。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

性別にとらわ

れないキャリ

ア教育の実

施 

学校

教育

課 

各学校のキャリア教育全体計画に基

づき、実態に応じて地域の方や様々な

職種の方と可能な範囲で交流できる

場を設けた。 

各学校では、地域の方や

様々な職種の方を講師に

依頼する際には、性別に関

係なく児童生徒のキャリア育

成に必要な人材を選出し

た。 

Ａ 

キャリア教育を推進し

ていくとともに、男女が

互いに協力し、尊重

し合える態度の育成

も図っていく必要があ

る。 

継

続 

男女が家庭

生活を営む

ために必要

な知識・技

能等を習得

する家庭科

教育の推進 

学校

教育

課 

市内学校の家庭科年間指導計画に

基づき、実施した。 

年間指導計画の作成につ

いては、他教科等との関連

や小中一貫教育との関連に

ついて記載する欄を設け、

系統性等を踏まえた指導の

充実を図った。 

Ａ 

各学校で年間指導

計画を見直し、自校

化を図っていくよう周

知が必要である。 継

続 

教職員の人

権意識の向

上を図るた

めの研修の

実施 

学校

教育

課 

国分寺中学校で、市人権教育全体

研修会を実施した。 

参加：市内小・中・義務教育学校教

職員２０名 

下都賀教育事務所の指導

主事及び市指導主事によ

る様々な人権問題に関する

講話、演習の中で、男女共

同参画への意識を高められ

るようにした。 

A 

校内研修等を通し

て、教職員全体の人

権意識を高めていけ

るよう各校の人権教

育担当者へ働きかけ

る。 

継

続 

学校におけ

る教職員の

男女平等の

推進 

学校

教育

課 

各種主任や学級担任の配置だけでな

く、四役（校長・教頭・主幹教諭・教

務主任）の男女比を意識した配置を

行った。また、校内の四役にできる限り

男女が入るように配置した。 

男女関係なくそれぞれの特

性を生かせる校務分掌への

配置を行った。四役（校

長・教頭・主幹教諭・教務

主任）については、女性が

占める割合は約 53％となっ

ている。 

Ａ 

働き方改革の推進が

求められる中、男女

それぞれの目線での

業務改善の方策を

見いだす必要があ

る。 

継

続 
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（2） 男女共同参画に関する情報提供、啓発活動の推進 

男女共同参画への正しい理解を促すため、様々な機会を活用した情報提供や啓発イベント、講座などの意識

啓発の機会を設けるとともに、市民との協働による啓発事業を実施します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

男女共同参

画に関する

フォーラム・セ

ミナー等の開

催 

市民

協働

推進

課 

・年 2 回講演会を実施した。 

【男女共同参画のつどい】 

日程：7 月 20 日㈯ 

テーマ：ゆとりをつくる時短家事のススメ 

講師：知的家事プロデューサー 

     本間朝子 氏 

参加者：61 名 

【男女共同参画推進セミナー】 

日程：1 月 26 日㈰ 

テーマ：家族で学ぶライフ＆マネープラン 

講師：ファイナンシャルプランナー 

廣木智代 氏  

参加者：28 名 

・共働き世帯等に向けて身

近なテーマを選定し、家事

分担や固定的な性別役割

分担意識等について理解を

深められる内容とした。 

・託児を設け、家族で参加

できるよう配慮した。 S 

参加者アンケート

をもとに講演テー

マを選びつつ、男

女共同参画プラ

ンに沿った啓発活

動を行う。 
継

続 

広報、ホー

ムページ、パ

ンフレット等

による啓発 

市民

協働

推進

課 

・広報紙について、毎月男女共同参画に

関するコラムを掲載したほか、啓発運動期

間に合わせて相談窓口の紹介や特集ペ

ージを作成した。 

・年 2 回、男女共同参画情報紙を各

19,000 部発行した。 

 8 月：第 32 号 かんぴょう FOREVER

～下野市とかんぴょうの未来～ 

 2 月：第 33 号 性別とイメージ 

・市ホームページには、イベント、キーワード

等の紹介、啓発を行った。 

 

・広報紙に毎月掲載するこ

とで、継続的な啓発に取り

組んだ。法改正等、新しい

情報を伝えるよう心がけた。 

・市ホームページついて、こま

めに更新を行った。 

・市民より公募した男女共

同参画情報紙編集委員と

ともに、情報紙を発行し、広

い年齢層に向け多角的な

視点からの男女共同参画

の啓発に取り組んだ。 

S 

引き続き発行時

期にあうテーマを

最新のものから選

び、生活に関連

する分かりやすい

話題を取り上げ

る。 

継

続 

男女共同参

画週間を活

用した啓発

活動の実施 

市民

協働

推進

課 

・広報紙 6 月号で、男女共同参画週間

特集記事を掲載し、周知した。 

・男女共同参画週間パネル展を実施し、

啓発品も配布した。 

期間：6/3㈪～6/28㈮ 

場所：市役所 1 階市民ロビー 

周知：広報紙、市ホームページ、X、メー

ル配信、LINE 

・パネル展では、市民に広く

周知するため、様々な媒体

を使って周知を行った。パネ

ルに掲載する調査結果や相

談窓口などの情報は随時

更新した。 

S 

広報紙の他に

様々な媒体で啓

発を行う。パネル

展について、市役

所に足を運んだ

際に見てもらえる

よう展示内容を

工夫する。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

市民・事業

者意識調査

の定期的な

実施 

市民

協働

推進

課 

市民・中学生・事業所を対象に男女共

同参画に関する調査を実施した。 

【市民アンケート】 

対象者：市民 2,000 人 

期間：9 月 27 日㈮～10 月 18 日㈮ 

【中学生アンケート】 

対象者：中学校 2 年生及び義務教育

学校 8 年生 518 人 

期間：11 月 1 日㈮～11 月 29 日㈮ 

【事業所アンケート】 

対象者：市内 339 事業所 

期間：11 月 1 日㈮～11 月 22 日㈮ 

・アンケートを作成する際

には、適切な表現等に

配慮し、分かりやすい文

章になるよう心がけた。 

・若年層の意見を施策

に反映させることを目的

として、新たに中学生ア

ンケートを実施した。 

Ｓ 

アンケート調査の結

果を整理したうえで、

現状や社会情勢に

対応した次期プラン

を作成し、計画に沿

って施策を推進す

る。 

継

続 

 

（3） あらゆるメディアにおける人権を尊重した表現等の定着化の促進 

映像や書物、インターネット等メディア上の表現について、人権を尊重した表現等の定着化を促進するため、学

習機会や啓発活動を推進するとともに、公的刊行物やホームページ等においても適切な表現となるよう配慮しま

す。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

メディア・リテ

ラシー 向上

のための学

習機会の提

供や啓発活

動の推進 

学校

教育

課 

発達の段階を考慮したメディア活用の学

習や情報モラル教育を全校で実施した。

情報モラルの啓発リーフレットを配付した。

年２回、下野市情報教育研究会を開催

し、情報モラル教育を含む情報教育の推

進について方向性を確認した。 

学年や性別に配慮した

指導を心がけた。犯罪に

巻き込まれないための指

導及び適切な活用方法

を主体的に判断するため

の指導に力を入れた。 

Ａ 

各学校で行われてい

る有効な取組を共有

する。 継

続 

市民

協働

推進

課 

・11 月の「女性に対する暴力をなくす運

動」では、啓発展示等を通して SNS を利

用した性被害を注意喚起した。 

・「男女共同参画の視点からの公的広報

の手引き」を作成し、イラストや表現等につ

いて配慮を行うよう庁内に周知した。 

幅広い年齢層に周知す

るため、市ホームページ

や広報紙、X、LINE、メ

ール配信等を使用して

周知した。 

Ａ 

引き続き公的広報へ

の手引きの活用を周

知し、必要に応じて

見直しを行う。 

継

続 
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事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

公的刊行物

や庁内文書

に関する不

適切な表現

の積極的是

正と、遵守

すべき基準

の周知 

総合

政策

課 

広報紙等の公的刊行物や市ホームペ

ージにおいて「男女共同参画の視点か

らの広報ガイドライン」を活用し、適切

な表現やイラストを用いて掲載した。 

男女両方を対象者とした表

現を使うように心がけ、広報

紙やホームページ等を作成

するよう配慮した。 Ａ 

現在行われている配

慮を衰退させることな

く継続させ、時流にあ

わせより適切な表現

へ修正するよう努め

る。 

継

続 

環境

課 

※追

加 

広報紙等の公的刊行物においては、

「男女共同参画の視点からの広報ガイ

ドライン」等を活用し、適切な表現やイ

ラストを用いて掲載した。各種の文書

作成やホームページの編集に際して、

男女共同参画の視点から適切な表

現となるように徹底した。 

常に男女双方を対象者とし

て想定し、男女偏りなくイメ

ージが伝わるよう、文章表

現やイラストに配慮した。常

に男女双方を対象者とした

表現を使うように心がけて、

各種文書やホームページを

作成するよう配慮した。 

Ａ 

今後も公的刊行物

やホームページの編

集において、男女共

同参画の視点から、

ガイドラインを活用

し、適切な表現を徹

底する。 

継

続 

議事

課※

追加 

市議会が発行する「議会だより」の編

集にあたり、「男女共同参画の視点か

らの広報ガイドライン」に基づく適切な

表現に配慮した。 

議会広報モニター制度による市民モニ

ターの意見を取り入れながら広報の充

実を図った。 

「読みやすい原稿の書き方」「議会だよ

りのデザインの工夫方法」「SNS の活

用と注意点」をテーマとした議員研修を

実施した。 

固定観念にとらわれず、常

に対象者として男女双方を

想定した文章やイラスト等の

編集を心がけ、わかりやすい

原稿を意識した紙面づくりに

努めた。 Ａ 

編集委員をはじめ議

会だよりの原稿作成

に関わる全議員が常

に男女共同参画の

視点にたった紙面づく

りが行えるよう、引き

続き研修などを通し

て共通認識を図って

いく。 

継

続 
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施策の方向Ⅳ-２ 人権と性の尊重意識の醸成 

（1） 人権と性の尊重意識の醸成 

市民が人権や性に対する正しい理解と意識を持てるよう、小中学生に対して性に関する正しい教育を実施する

とともに、広く市民に向けて人権意識を醸成するための事業を展開します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

人権や性の

尊重に関す

る学習機会

の充実 

学校

教育

課 

国分寺中学校で、市人権教育全体

研修会を実施した。 

参加：市内小・中・義務教育学校教

職員２０名 

下都賀教育事務所の指導

主事及び市指導主事によ

る様々な人権問題に関する

教員への講話・演習を通し

て、児童生徒が人権や性に

関する正しい理解と意識を

持てるようになるための指導

方法等について啓発した。 

A 

校内研修等を通し

て、全ての教職員が

児童生徒へ人権意

識を高める指導がで

きるよう各校の人権

教育担当者へ働きか

ける。 

継

続 

生涯

学習

文化

課 

市民人権講座の開催(全 3 回) 

 開催日：11 月 29 日・12 月 5 日・

12 月 19 日 

 テーマ：①外国人の人権②インター

ネットの人権③子ども・子育ての人権 

 参加者：延べ 87 名 

 

昨今の社会課題となってい

る様々な人権問題に焦点

をあてた。 

S 

人権問題は多岐に

わたっており、世の中

の流れにより関心の

ある事柄が変化する

ため、今後もタイムリ

ーな人権問題を取り

上げた学習機会を提

供できるように努め

る。 

継

続 

発達段階に

応じた性教

育の充実 

学校

教育

課 

性に関する指導内容の充実に向け、

保健（小学校）、保健体育（中学

校）の年間指導計画を作成し、実施

した。外部講師を招いて性に関する正

しい知識を学ぶ機会を確保した。 

「えがおのたまご」事業、助産師等によ

る出前授業（市内小・義務教育学

校９校で実施） 

年間指導計画の作成にあ

たっては、他教科との関連や

小中一貫教育との関連につ

いて記載する欄を設け、系

統性等を踏まえた指導の充

実を図った。「えがおのたま

ご」の授業にあたっては、事

前に保護者の協力を得るな

ど、家庭への啓発も図った。 

Ａ 

外部講師の活用等

を年間指導計画に

記載していくなど、指

導の充実を図るため

に年間指導計画を

活用していく。 

継

続 
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（2） 性差を理解するための教育・啓発の推進 

性差を理解し、正しい知識を持つことで、互いを尊重し自らの行動を決めることができるよう、啓発活動を推進し

ます。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

リプロダクティ

ブ・ヘルス／

ライツの普

及・啓発 

こども

家庭

センタ

ー 

・小学生には、命の大切さ、自分や他者

を大切にすること、中学生には自己決定

の大切さ、性感染症についての知識を普

及する内容でパワーポイントの資料を用い

て講座を開催した。 

・妊産婦を対象に、安全な妊娠出産がで

きるよう、妊産婦健診、産後健診受診券

の発行や妊娠出産子育て期の切れ目な

い支援を行った。 

望まぬ妊娠による身体

的・精神的リスクを回避

するため、互いの性を知

り、正しい知識を持ったう

えで、自らの行動を決定

できるような内容とした。

併せて市で作成したリー

フレットの配布も行った。 

S 

望まぬ妊娠・予

定外の妊娠を減

少させることができ

るよう各学校と連

携し、子供たちに

継続的に啓発を

行う。 

継

続 

男女の性差

を理解する

ための学習・

啓発活動の

充実 

こども

家庭

センタ

ー 

・小学生には、命の大切さ、自分や他者

を大切にすること、中学生には自己決定

の大切さ、性感染症についての知識を普

及する内容でパワーポイントの資料を用い

て講座を開催した。 

男女分けて実施するの

ではなく、一緒に講座実

施することで、互いの性

を理解し、互いを尊重で

きる内容にした。 

S 

各学校の協力の

もと、よりよい普及

啓発のために、媒

体の工夫と内容

の検討を行う。 

継

続 

 

施策の方向Ⅳ-３ 男女が共に担う地域社会づくりへの支援 

（1） 地域活動への男女共同参画の促進 

男女が共に地域活動やボランティア活動、ＰＴＡ活動などに参画できるよう、意識・環境づくりを進めます。 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

地域活動に

おける性別

役割分担の

見直しの促

進 

市民

協働

推進

課 

・年 2 回、男女共同参画情報紙を各

19,000 部発行し、市内各戸に配布し

た。 

8 月：第 32号 かんぴょうFOREVER 

～下野市とかんぴょうの未来～ 

2 月：第 33 号 性別とイメージ 

・広報紙6月号に「男女共同参画の視点

からの防災」に関する記事を掲載した。 

・市民より公募した男女共

同参画情報紙編集委員と

ともに、情報紙を発行し、広

い年齢層に向け多角的な

視点からの男女共同参画

の啓発に取り組んだ。 

・防災や避難所運営におい

て、女性をはじめとした多様

な立場の人の参画を促し

た。 

S 

今後も啓発活動

を通して、地域活

動へ参加しやすい

環境を醸成する。 

継

続 
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（2） 団体活動の支援と連携の促進 

男女が共に自己実現を果たすため、団体活動を支援するとともに、団体間の更なる連携を促進します。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

女性の自主

的活動の支

援と団体間

の連携支援 

生涯

学習

文化

課 

家庭教育支援チームの会議等に職員が同席

するほか、各学校にて PTA を対象とした家庭

教育学級でチームが講師を務める際には、学

校との調整役を担った。 

文化活動の振興及び文化団体相互の連絡

協調を図った。 

文化協会の会員は 6

割が女性であり、自主的

かつ積極的に参加してい

ただいた。 Ａ 

女性の団体は、

年々縮小傾向に

あるので、継続し

た支援が必要で

ある。 

継

続 

 

（3） 男女が共に参画する安全な地域社会づくり 

地域の防災活動が、固定的な性別役割分担意識にとらわれず、男女双方の視点で展開されるよう働きかけま

す。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から配

慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

自主防災組

織への参画

の促進 

安全

安心

課 

市ホームページや自治会長会議を通

して、自治会へ自主防災組織の情報

提供を行ったほか、設立促進のための

防災講話を実施した。 

既存の自主防災組織の活動状況を

確認し、必要に応じて助言した。 

・男女のニーズに対応した防

災対策を推進すると共に、

地域の防災力の向上を図っ

た。 

・役員には女性も参画する

よう助言した。一部自治会

では女性がメインで構成され

ている組織があるものの、全

体の女性参加割合は低い

傾向となった。女性役員は

全体の 1 割程度となった。 

Ａ 

男女それぞれの目線

で、災害時の対応を

検討し、工夫していく

必要がある。女性に

積極的に参加いただ

けるよう環境整備と

呼び掛けに努める。 

継

続 

生涯

学習

文化

課※

追加 

南河内東公民館 

「みんなの防災」 

全３回 延べ参加者数:14 人 

※吉田東公民館は、下野市洪水ハザ

ードマップで浸水想定区域にあります。 

比較的女性の利用、参加

が多い公民館で防災講座

を行うことにより、女性の防

災意識を高め、地域活動へ

の参加意欲の醸成を図るこ

とができた。 

A 

市 民 ニ ー ズ を把 握

し、関係各課と連携

をとりながら公民館事

業の範囲内で実施し

ていく。 

継

続 
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（4） 男女の自立を支える学習機会の充実 

家庭や地域における固定的な性別役割分担意識を見直すとともに、男女が共に協力し、自立できる社会づくり

をめざし、各種教育・学習機会の充実を図ります。 

 

事業 
担当

課 
事業内容 

男女共同参画の視点から

配慮した点、現状値 

担当

課評

価 

次期計画 

（R8～R12） 

への課題と取組 

今後

の方

向性 

男性の生活

習慣自立等

のための講

座等の実施 

健康

増進

課 

食生活改善推進員の指導のもと、男

性を対象に家でも手軽に作れるメニュ

ーやバランスの良いメニューの料理教室

をゆうゆう館で開催した。 

男性参加者それぞれの

レベルに合わせて、さらな

る自立につながるような

内容を取り入れ教室運

営を行った。 
A 

減塩や野菜摂取増加な

どの健康づくりに配慮した

メニューを推進員が考え

ているが、長年培った参

加者の食習慣の意識を

変えることは難しい。 

調理が簡単なレシピや、

加工食品などを活用した

手軽にできるレシピの提

案を検討していく。 

継

続 

生涯

学習

文化

課 

男性の生活習慣自立等のための講座

を実施した。 

・国分寺公民館 

  「メンズクッキング～料理の基本が学

べます。男性だけの料理教室～」 

  回数：4 回  

延べ参加者数：45 名 

クッキングという共通の目

標を持ち、男性同士で

共同して実施すること

で、受講者の一体感が

形成できた。意見交換

をする場にもなり、仲間

づくりの後押しができた。 

Ａ 

予想より多くの参加があ

った。引き続き多くの方に

興味を持ってもらえるテー

マを十分に検討していき

たい。 

継

続 

女性の学習

のための講

座等の実施 

生涯

学習

文化

課 

女性の学習・スキルアップのための講座

等を実施した。 

 南河内公民館 

「うららか～印象 UP の近道～」 

  回数：2 回 

  延べ参加者数：39 名 

元気と健康を手に入れ、

毎日笑顔で楽しく暮らす

ために、自分ケアを学ぶ

ことで、自分を見つめ直

すことにつながった。 

A 

今後も充実した講座内

容を準備し、幅広く周知

していきたい。 継

続 

生涯学習・

啓発のため

の冊子・パン

フレットの発

行 

生涯

学習

文化

課 

生涯学習文化課、公民館、図書館、

生涯学習情報センター、市役所各課

の学習情報を掲載した「生涯学習情

報誌エール」を発行し、市内全戸配布

するとともに、市ホームページにも掲載

した。 

また、「公民館だより」を年 4 回発行し

て公共施設等に掲出し、公民館事業

の啓発に努めた。 

性別に関わらず参加しや

すい内容の講座を企画

したほか、子育てをする

保護者向けの家庭教育

講座など、それぞれの課

題に応じた講座を企画し

た。 

A 

より幅広く事業を知って

もらうため、目につきやす

い周知方法などをさらに

検討したい。 
継

続 

 


